
収入・

生活費
住まい

病気・

健康・

障がい

仕事
探し

家賃・

ローン
家族
関係

介護
税金・

公共
料金

子育て その他

令和３年度
(2021年度)

863 706 158 175 198 264 39 30 85 9 265 125 87 36

令和４年度
(2022年度)

629 461 118 113 132 208 44 24 58 5 216 110 73 35

令和５年度
(2023年度)

646 465 171 170 145 187 67 35 93 22 240 113 72 40

令和６年度
(2024年度)

617 414 165 169 134 203 62 43 92 26 269 119 70 40

令和７年度
(2025年度)

654 424 182 166 130 222 65 33 89 27 244 118 54 29

※　相談内容は重複するため、相談内容別件数の合計は新規相談件数より多くなります。

１　経緯 　平成27年（2015年）4月に生活困窮者自立支援法が施行されたのに伴って全国で実施しています。
生活保護制度の見直しと共に、生活保護受給者以外の生活困窮者に対する「第2のセーフティーネット」を制度として
整備しようというものです。令和元年度から吹田市社協・みなと寮共同体に業務を委託しています。

２　事業内容 　生活困窮者に対する就労などの自立に関する相談を広く包括的に受け、アセスメントを通じて支援プランを策定する
など、個々の状態に応じた適切な自立に向けて支援を行います。
　生活困窮者自立支援センター（愛称：くらしサポートセンターすいた）には、主任相談支援員1名、相談支援員5名、
就労支援員1名を配置しています。

３　費用負担 国庫負担率3/4の事業となっています。
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自立相談支援事業の事業内容及び過去５年間の実施状況
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